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GINZA 2020
「全銀座会 G2020(GINZA2020)」は、2020 年東京五輪大会の開催決定を受け、将来に向けて銀座がオリジナリティのある魅力的な街
であり続けるため、銀座というブランドロイヤリティの確立と強化を目指し、全銀座会の各構成組織や各委員会に関わる横断的な組
織として、2014 年から活動するプロジェクトです。
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【発⾏】                                    　             TEL & FAX : 03-3561-0960 / E-MAIL : g2020@ginza.jp
　　　                                                  　  〒 1 0 4 - 0 0 6 1  東 京 都 中 央 区 銀 座 4 - 6 - 1  三 和 ビ ル ３ Ｆ  全銀座会 G2020 事務局 
● メ ー ル 配 信 を ご 希 望 の ⽅ は お 知 ら せ く だ さ い ● こ の N e w s L e t t e r は 、 全 銀 座 会 会 員 、 銀 座 街 づ く り 会 議 関 係
者 の ⽅ 々 に お 送 り し て い ま す ● 本 誌 の 内 容 を 、 許 可 な く 無 断 で 複 写 ・ 複 製 お よ び 転 ⽤ ・ 転 載 す る こ と を 禁 じ ま す ●

G2020 では、2020 年 7月 29 日～ 8月 20 日に「新型コロナウィルス感染症の影響による経営状況などに関するア
ンケート」を行いました。全銀座会に求めることとして、自由回答欄に寄せられたご意見・ご要望と、全銀座の対
応を以下にまとめました。いずれにも対応策を検討し、できる限りお応えしていきます。《回答数 53/247 件》

・銀座が感染防止対策に取組み、安全性が確保された
　安心安全な街であることの発信。
・店舗の営業情報。
・銀座の魅力の再発見、銀座に遊びに行きたくなるよ
　うな広報活動。
・各社の取組みの情報収集・共有を実施した上での会
　員への積極的なアドバイスの発信。

・町会・通り会・業種業界団体にヒアリングを実施。
　それぞれの前向きな取組みを取りまとめ、共有する。
・行政の各種支援策情報をまとめ、GINZA OFFICIAL に
　掲載。
・Go To 商店街事業の検討。

・街中での PCR 検査場の設置。
・希望者には、PCR 検査・抗体検査の実施。
・感染防止徹底宣言ステッカー（虹マーク）掲出店の対
　策が充分かどうかのチェックを行う。

・全銀座会では検査を行う財源がなく、中央区でも助成
　等の予定はないため、症状がなく検査を受ける場合は
　自己負担でお願いせざるを得ない。
・ステッカー掲出店舗の調査は、費用負担等から難しい。

・コロナ収束・終息後や、オリンピックに関わるイベン
　トの実施。
・「AMAZING GINZA」をテーマにしたイベントやクラウ
　ドファンディングの活用。

・催事副委員長会を中心に以下を対応
①イベント実施の際の「新型コロナウイルス感染症対策
　ガイドライン」を作成中。
②銀座が「安全だから安心できる街」であることを PR
　できるような企画を検討中。
③コロナ収束・終息後を見据え、従来のイベントにとら
　われないコンテンツも含めて検討を始めている。

・銀座文化を守ってきたお店や企業を支援してほしい。
・安心安全に「商い」に臨める環境づくりや、来街者に「銀ぶら」を楽しんでもらえるよう取組んでほしい。
・従来の人を集めるイベントが開催できなくなる中、全銀座会にはゼロベースで新しい役割が求められていると思
　う。銀座への来街者を増強する策を、皆で一緒に考える機会をいただきたい。
・コロナ禍におけるたらしい中央通りの歩行者天国のあり方の再検討が必要ではないか。
・銀座通り、晴海通りにある植え込みの美化。
・路上禁煙の徹底、吸い殻・ポイ捨て対策。

・中央区独自の協力金、固定資産税減額の要望。
・ふるさと納税の返礼品として「銀座お買い物券」の発行。

対
応

中央区へ要望を伝えたところ、賃料減額助成金交付制度・
固定資産税減税について取組む予定はないとの回答。

・2020 年 2月 1日～ 2021 年 2月 1日に納期限が到来する国税及び地方税（基本的にはすべての税目が対象。一部除外あり）
については、特例猶予の要件を満たせば、納期限から 1年間、納税の猶予が認められる [ 新型コロナ税特法 ]。詳しくは、
国税庁HP「新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困難な方へ」で検索。
・2021 年の固定資産税及び都市計画税は、中小企業・小規模事業者の税負担軽減のため、事業収入の減少幅に応じ、ゼロ
または 1/2 とする減免制度あり。詳しくは、中小企業庁HP「中小企業庁」「固定資産税」で検索。
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